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ごあいさつごあいさつ

当社は、ＮＥＣエレクトロニクスグループにおける半導体の前工程（拡散基地）を担当し、「顧客指
向」「人間尊重」「技術重視」を経営理念として事業活動を展開しております。

近畿１４００万人の水資源である琵琶湖に隣接している点に配慮し、ＣＳＲ（企業の社会的責任）
の取組みの一つである環境活動にも積極的に取り組んでいるところです。

１９９６年３月に半導体製造業としては、国内初となるＩＳＯ１４００１の認証を取得すると共に１９
９９年８月には地元の大津市から自らが責任を持って環境活動が実行できる「環境管理実施事業
所」として認定をいただき、その期待に応えるべく地道な活動を継続し、今日に至っております。

半導体の製造には多くのエネルギーや化学物質等の資源を使用しますが、「顧客満足」を環境
面から実現するためには、これらのエネルギー・資源の効率的な使用及び副産物として発生する
産業廃棄物の抑制などの環境負荷低減を徹底的に実施した上で皆様に製品を提供するとともに、
滋賀県のシンボルである「琵琶湖」と歴史に名を残す風光明媚な地域環境を守っていくことが、こ
の地で事業を営む当社の使命だと思っております。

２００６年度は環境負荷低減活動を更に推進するべく省エネルギー診断の受診や源流である生
産ラインに踏み込んだ活動を強化してきました。２００７年度も当社の従業員はもちろんのこと当
社に関係するすべての方々と心を一つにして、引き続き以下の環境管理活動を推進して参りま
す。

①顧客満足を基本に環境に配慮した製品を提供する。

②地球環境保全を目的に省エネルギー・省資源などの環境負荷低減活動を推進する。特に
２００７年度はPFC（Perfｌuoro compounds）除害処理装置の導入による温室効果ガスの排

出抑制に取り組む。また、冷熱源設備の省エネルギー診断を受診し、新たな施策を模索し、

実行する。

③地域調和と自然との共生を図るために地域の環境活動への積極的な参画と環境コミュニ

ケーションを推進する。

本報告書は、２００６年度の環境活動の実績をまとめたものであり、活動の考え方や取り組みに
ついて一人でも多くの方にご理解いただくと共に、忌憚のないご意見をお聞かせいただければ幸
いです。

２００７年７月

関西日本電気株式会社

社 長

１



ＮＥＣ関西の概要ＮＥＣ関西の概要

社 名 関西日本電気株式会社

設 立 １９８３年７月１日
新日本電気株式会社より電子デバイス事業を分離、独立
（創業１９４３年 日本電気株式会社大津製造所）

社 長 小林 新司（こばやし しんじ）

資本金 １０億円

本社所在地 滋賀県大津市晴嵐ニ丁目９番１号 〒520-8555
TEL ０７７－５３７－２１００ （代）

従業員数 ２２８８名 （2007年3月末現在）

生産品目 各種半導体
（表示制御IC、ﾊﾟﾜｰMOS FET、汎用ﾘﾆｱIC、ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、
化合物ﾃﾞﾊﾞｲｽ）

関連会社 日本電子ライト㈱

三重県上野市千歳１３８番地 〒518-0002

㈱近畿分析センター

滋賀県大津市晴嵐ニ丁目９番１号 〒520-0833

２

表示制御ＬＳＩ

化合物デバイス

パワーＭＯＳ ＦＥＴ 汎用リニア ＩＣ

マイクロコンピュータ



活動のあゆみ活動のあゆみ

・ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝの達成（2000）

・リサイクル協議会会長賞受賞（2000）

・MSDS整備完了

・製品･製法アセスメント開始

・環境ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄ発行

・環境会計の実施

・PRTR法対応

・高圧ｶﾞｽ保安経済産業大臣表彰（2001）

・地域環境保全功労者表彰（2001）

・高圧ガス保安功労者（2001）

・淡海エコフォスター制度登録（2001）

・滋賀県一般高圧ガス保安協会感謝状（2002）

・地域環境保全功労者表彰（2002）

2000

～

2002

・省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進

・環境管理実施事業所更新

・グリーン調達推進（直材０４年２月100％完了）

・産官学による再資源化活動推進

・経済産業省による第１種エネルギー管理指定工場総点検（合格） （2004）

・当社のすべての関連会社でISO14001認証取得（2005）

・監査・教育･情報等の電子化推進

・環境保全優良事業所表彰受賞（2005）

・美しい湖国をつくる会から感謝状（2006）

2003

～

2006

1970

～

1999

年度

・環境保全施設の設置

・環境安全管理室設置

・環境監査の実施

・地下水使用停止（リン対策）

・脱窒素装置導入（1981）

・化学物質審査の制度化（1982）

・環境保全優良事業場賞受賞（1984）

・煌き大津賞受賞（1990）

・ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及び1.1.1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾃﾝ全廃（1991）

・産業廃棄物削減及びｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝの実現に向けて活動開始

・ｴｺ･ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ制定（1995）

・ISO14001ＮＥＣ関西認証取得：1996年３月〈日本品質保証機構〉

・環境管理実施事業所認定（1999）

活動推移

３



２００６年度環境活動ダイジェスト２００６年度環境活動ダイジェスト

4

エコファクトリー活動
省エネルギー

専門機関による省ｴﾈ診断結果に基づく

省ｴﾈ削減施策の実施 (P10)

廃棄物削減

有機剥離装置における純水洗浄水の

社内処理化 による廃油削減 (P12)

化学物質使用量削減

年間で約１％（１１２ｔ）削減の活動が評価

され社内表彰を受賞 (P15)

内部統制(環境マネジメント)
内部環境監査・環境経営監査による当社環境マネ

ジメントシステムの有効性の確認 (P17)

安全衛生・防災活動の推進
◆建屋に対する耐震対策を完了 (P23)

環境ボランティア活動
年間で延べ参加人数：１５２４名達成 (P25)

土壌・地下水問題への対応
新技術(ﾊﾞｲｵ法）による浄化検討を開始 (P31)



環境管理組織環境管理組織

環境管理担当執行役員環境管理担当執行役員

部 門 長部 門 長

グループマネージャーグループマネージャー

主 任主 任

一般従業員一般従業員

環境監査員環境監査員

環境課題別ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ環境課題別ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ

化学物質管理分科会化学物質管理分科会

特殊ガス防災分科会特殊ガス防災分科会

関連会社等
環境安全連絡協議会

関連会社等
環境安全連絡協議会

部門環境管理委員会部門環境管理委員会

部門化学物質審査会部門化学物質審査会

省エネルギー分科会省エネルギー分科会

環境工務部環境工務部

廃棄物処理責任者廃棄物処理責任者

廃棄物処理担当者廃棄物処理担当者

チームマネージャーチームマネージャー

：社内選任

：法定選任

５

環境管理責任者環境管理責任者

環境管理委員会環境管理委員会 社 長社 長

公害防止管理者公害防止管理者

特別管理産業廃棄物
管理責任者

特別管理産業廃棄物
管理責任者

その他
法定管理者

その他
法定管理者

公害防止統括者公害防止統括者

全員参加で環境管理活動を実施

環境管理活動を推進するための環境管理組織は、以下の通りです。
・環境方針等の全社展開機関として社長を委員長とする環境管理委員会を

設置し、課題別の解決機関として分科会、各種ワーキングチームを設置し
ています。

・環境関係の法定管理者として公害防止統括者、公害防止管理者等を設置
しています。また、社内管理者として廃棄物処理責任者、廃棄物処理担当
者等を選任しています。

環境管理組織図



環境管理に係わる認証・認定環境管理に係わる認証・認定

６

環境マネジメントシステムに係わる国際規格のISO14001認証を国内半
導体製造事業所において初めて、1996年3月8日に取得しました。2003
年11月にNECエレクトロニクスグループ・国内生産分身会社6社一括認
証（WDI審査 注１）に切り替えています。
2006年度はISO14001：2004年度版への適合状況、環境負荷低減活動、
リスク管理、地域貢献等への対応についてCEAR認定環境審査員に相
当する力量を有するグループ内の監査員により環境経営監査を6月に
受審し、 また、 WDI審査更新の年であることから、 9月にJQAの直接審
査も受審しました。その結果、 ISO14001：2004年度版に適合し、その
他環境パフォーマンス等も良好であることが確認でき、JQAからの認証

を継続することができました。

注１）企業グループの内部監査をもって外部審査機関のISO審査に代える方法

自主的な環境管理活動
が認められて1999年9月
に大津市から「環境管理
実施事業所」として認定
されました。
引き続き当社の環境
管理活動が認められ、
継続認定として2006年
11月に更新されました。

ISO14001登録証

環境管理実施事業所認定証



環境方針環境方針

環境理念

自然のいとなみを尊重した環境管理活動を展開し、
環境に配慮した事業活動と地球環境保全の両立を目指します。

行動指針

１．半導体製造に係わる活動，製品の全領域において環境負荷を最小限にするために省資源・省エネル
ギー・廃棄物削減・環境リスク対策などの環境パフォーマンスを推進します。

２．環境マネジメントシステムに基づき環境保全活動を展開し、継続的改善の実施と汚染の予防を図ります。

３．環境に関する法令及び同意したその他の要求事項を順守することはもとより、自主管理基準を設定し、
環境管理レベルの向上に努めます。

４．環境目的、目標の設定及びその達成に向けて実施計画を作成し、定期的にレビューを行います。

５．環境方針を積極的に公開し、その内容を確実に実行・維持します。また、全従業員及び当社のために
働くすべての人に周知します。

６．開発した環境技術・管理手法を活用して社会に貢献します。

７．琵琶湖の近隣に立地していることを認識し、自然環境に充分配慮すると共に地域と一体となった環境
向上活動を展開します。

従業員各自は、環境グリーンカード
に実践を心がける環境に配慮した
自分自身の行動を記載しています。

全従業員は、環境グリーン
カードを常に携帯しています

７

環境方針の内容をいつでもどこでも見られるように
環境グリーンカードを全従業員に配付しています。

環境ｸﾞﾘｰﾝｶｰﾄﾞ



20062006年度の環境管理活動結果年度の環境管理活動結果

■ 2006年度の主な取組み実績

達成度評価 ○：１００％以上１２０％未満
△：８０％以上１００％未満
×：８０％未満

８

○
外部に影響する

環境異常ゼロ継続

リスクミニマム

計画的に環境リスク対策を進め
ることで、 「外部に影響する環境
異常の発生件数ゼロ」を継続す
る。

○113ｔ

一般廃棄物総排出量：
120ｔ/年以下を継続する。

○87％

資源循環

産業廃棄物総排出量：
2005年度対比101％以下

○96％

資源有効利用

化学物質の総使用量：
2005年度対比１01％以下

△113％

地球温暖化防止

炭酸ガス排出量：
1990年度対比１１2％以下

評価実 績2006年度環境目標



９

20072007年度の主な環境目的・目標年度の主な環境目的・目標

外部に影響する環境異常
ゼロ

リスクミニマム

計画的に環境リスク対策を進めることで、
「外部に影響する環境異常の発生件数ゼ
ロ」を継続する。

前年レベル維持

一般廃棄物総排出量を

120ｔ/年以下を継続する。

2005年度対比90％以下

資源循環

産業廃棄物総排出量を2010年度に
2005年度対比89％以下にする。

2005年度対比99％以下

資源有効利用

化学物質の総使用量を2010年度に
2005年度対比97％以下にする。

2005年度対比96％以下

ＶＯＣ排出量削減

ＶＯＣ対象物質排出量を2010年度末に
2005年度対比85％以下にする。

炭酸ガス排出量絶対値

2006年度目標対比102％以下

地球温暖化防止

炭酸ガス排出量を実質生産高原単位で
2010年度末に1990年度対比72％にする。

（ＮＥＣエレクトロニクスグループ連結）

2007年度目標環境目的



・当社では、クールビズ、ウォームビズ、不要な照明のＯＦＦによるエネ
ルギーの削減や節水による省資源など全員参加の省エネ・省資源活動に
取り組んでいます。
また、製造ラインでは省エネルギープロセスの改善、使用しない設備の
停止等によるエネルギー削減を行っています。

(地球温暖化防止への貢献)

１０

■省エネルギーへの取り組み

エコファクトリー活動１エコファクトリー活動１

地球温暖化防止「国民運動」
“チーム･マイナス６％”
に全社を挙げて参加中

省エネパトロールでチェック省エネパトロールでチェック

・2006年度はボイラー、空気圧縮機、照明設備全般、排ガス処理施設
について、専門機関による省エネルギー診断を9月に受け、より効率
的な施設の運転や改善の提案をいただき、改善提案に基づくエネル
ギー削減に努力しました。
200７年度以降も地道な省エネ施策を継続すると共に将来に向けた
省エネ施策を模索していきます。



１１

■省エネルギー診断からの改善事例

エコファクトリー活動２エコファクトリー活動２

その他改善施策

・ボイラー空気比改善

・コンプレッサーの能力

適正化

・空気圧縮機冷却ポンプ

設備適正化

・空気ドライヤー再生工程

の変更

・誘導灯の高効率化

・照明の部分消灯

食堂：千鳥型に天井灯４本→２本に間引き実施

喫煙室：６灯全て、天井灯４本→２本に間引き

目標管理値：全箇所、照度基準の中間値以上

（食堂３５０lx以上、喫煙室113lx以上）

照明間引き実施例

シュミレーション通り、基準値内の照度を確認

照明の間引きについては、間引き前後の照度をシミュレーションすることにより、
照度基準に準拠するように実施しました。



１２

■廃棄物削減への取り組み

排出量指数

エコファクトリー活動３エコファクトリー活動３

・純水洗浄排水を社外委託処理か

ら社内排水処理へ切り替え

・排水処理ﾌﾟﾗﾝﾄの処理状況を確認

しながら05年から06年にかけて

段階的に切り替え

製品処理装置

純水ﾌﾞﾛｰ

薬液処理

IPA洗浄

純水洗浄

回収
タンク

排水処理（社内処理）

<工程>

純水ﾌﾞﾛｰ工程削除
△４ｔ/月

（88千円/月）
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当社では、1990年度から本格的に廃棄物の削減および再資源化の
取り組みを開始し、2005年度には1990年度対比廃棄物の排出量を
50％に削減しました。

また、 2000年4月に再資源化率100％を達成しています。

2006年度は有機剥離装置における純水洗浄水を社内処理化するこ
とにより、廃棄物の発生量を削減しました。社内処理化するうえで、
排水処理施設処理後の排水をモニターし、排水の環境負荷が増加しな
いことを確認しながら実施しました。



当社では排出者責任として、当社から搬出する廃棄物が適正に処理さ
れることを常に確認しています。それらの活動の一環として、薬品等納
入・廃棄物を運搬していただく委託先との情報交換の場として、定期的
に安全輸送に関する連絡協議会を開催しています。（１回／年）

また、当社から発生した廃棄物が適正に処理されているかどうかを
グループ会社と一緒に、廃棄物処理委託先を訪問し、廃棄物の処理状況、
施設の管理状況等について現地確認を実施しています。（１回／年）

2006年度は経済産業省監修の「排出事業者のための廃棄物・リサイ
クルガバナンスガイドライン」に準拠し、当社の現地確認チェックシー
トに反映させ、きめ細かな点検と相互のコミュニケーションを行うこと
でリスク対策の強化に努めました。

安全輸送・安全輸送・廃棄物排出責任への対応廃棄物排出責任への対応

■環境リスク対策事例

安全輸送に関する連絡協議会

2006年度は薬品納入業者14社、
廃棄物収集運搬業者23社に出席い
ただき、当社の環境活動の周知と
ご協力のお願いをするとともに、
各社からは安全輸送に関する取り
組み事項を紹介いただき、安全輸
送向上に関して活発な意見交換を
行いました。（2006年6月）

１３

エコファクトリー活動４エコファクトリー活動４

廃棄物処理委託先の現地確認

2006年度は廃棄物処理委託業者
8社を訪問し、当社が委託してい
る廃棄物の処理状況、施設の管理
状況、周辺への環境影響など現地
現物できめ細かな点検を実施しま
した。現地確認の結果、全ての委
託業者において適正な処理を実施
し、問題ないことを確認しました。

（2006年4月～2007年3月）



環境リスクマネジメントの強化のため以下の取り組みを進め
ています。

・環境異常を想定した対応訓練では、緊急予備槽や土のうの
有効性についても確認すると共に、反省会を開いて問題点
を抽出し、解決することによりレベルアップを図っていま
す。

・２００６年度は、環境負荷の高い場所において環境異常時
を想定した対応訓練として、薬液使用部門で17回、環境
保全部門で11回実施しました。

また、安全面からガス漏洩想定訓練を１２回、ガス使用
部門を含めた防災隊の訓練も２回実施しました。

環境異常想定対応環境異常想定対応訓練訓練

■環境リスク対策事例

１４

エコファクトリー活動５エコファクトリー活動５

特殊ガス漏洩対応訓練
製造ラインでは、薬品やガスが漏洩
したことを想定した対応訓練を行っ
ています。
交替勤務のため、勤務毎の訓練を計
画し、いつでも対応できるように実
務訓練を行いました。
（2006年11月21日）

薬液漏洩のリスク対策
タンクローリーからタンクに薬液
を供給したり、廃液タンクから廃
液をローリーに排出するときのリ
スクを想定して様々な対応を行っ
ています。ローリー停車位置と接
続口周辺が一部土の箇所のコンク
リート化を拡大整備しました。

（2006年3月）

薬液漏洩のリスク対策薬液漏洩のリスク対策

廃液回収箇所

コンクリート化



１５

■薬品使用量削減事例

エコファクトリー活動６エコファクトリー活動６

化学物質使用量削減活動として生産ラインと環境保全部門
が一体になって活動を行っています 。

・源流として、工程・設備毎の使用量管理から改善

・繰り返し実験、製品の評価により変更

化学物質使用量削減と使用後の廃液を処理するための薬品
使用量削減に取り組んでいます。

2006年度には各部門での化学物質使用量削減取組み
（40件/年間）あり、年間使用量約1％（112ｔ）削減に
寄与しました。

2006年度の削減取組みはＮＥＣエレクトロニクスグルー
プ内で環境負荷低減、汚染防止活動に貢献したことが認め
られ、表彰を受けました。（２００７年６月）

プロセス条件変更による薬品使用量削減

液交換頻度を１／３に変
更し、薬液の使用量削減

薬品
タンク

薬品
タンク 貯液槽

半製品半製品

薬液使用量
▲約６０％削減

表面処理装置

※液補充量調整で、濃度の安定化



・従業員の環境管理レベル向上のために、環境管理教育や環境
意識向上活動を前向きに展開しています。

・全員参加の環境管理活動を活性化させていくために環境月間
（6月、11月）を設定しています。

１６

■教育・意識啓発活動

エコ講演会
環境意識向上を目的に、従業員を対
象に、毎年、時の話題をテーマにし
て、エコ講演会を開催しています。
11月に開催した『ふろしきの活用』

をテーマにした講演会で

はレジ袋の代用となる
使用法などを80名が体
験学習しました。

（2006年11月17日）

環境管理ポスター・標語
環境管理に係わるポスター・標語を
年募集し、優秀作品を社内に掲示す
ることで、環境意識向上につなげて
います。２００６年度は応募作品
ポスター2２件、標語２５９６件か
ら、ポスター４点、標語８点の優秀
作品を選出し掲示しました。

（2006年6月）

エコファクトリー活動７エコファクトリー活動７

環境Ｗｅｂ教育
全従業員を対象に環境管理教育や特
別教育をパソコンを活用して受講で
きるようにしています。
2006年度の全従業員を対象に環境
管理教育は、７～9月に『様々な業
務場面での環境影響』をテーマにし
た教育を実施しました。Webによる
受講者は、２２２９名でした。

（2006年7月～9月）
各人が受講

社内ｗｅｂより受講



自主的な環境管理活動レベル向上のために全部門を対象に内部環境監査
を実施しています。
・環境負荷の大きな部門に対しては、ｲﾝﾀﾋﾞｭｰとﾊﾟﾄﾛｰﾙﾁｪｯｸを併用した

現地監査を行い、環境負荷の小さな部門に対しては重点を絞った書類
監査を行っています。

・2006年度は、現地監査 4部門、書類監査 7部門に対して実施し、
各部門とも環境マネジメントシステムに則った活動が展開されている
ことを確認するとともに、更なるレベルアップのために抽出された指
摘事項33件にも対応しました。

１７

内部環境監査
インタビューチェックで環境管理活動状況の
書類確認を行い、書類に記載されている内容
の事実関係を担当者に直接ヒアリングして
検証しています。
２００６年度は、ＩＳＯ１４００１の２０
０４年度版への対応状況の再確認を重点に
チェックました。 （2006年5月10日）

■内部環境監査

環境経営監査
環境保全施設の運転状況、監視機器の校正
状況および緑地管理状況等、環境に係わる
重要な運転管理状況を、現地パトロールで
確認しています。
２００６年度は、本来業務に係る環境影響
について再確認しました。

（2006年6月15日）

内部統制（環境マネジメント）内部統制（環境マネジメント）

■環境経営監査
・ＮＥＣＥＬグループではWDI審査方式による一括認証を受けていること

からCEAR認定環境審査員に相当する力量を有するグループ内の監査員
によって行われる環境経営監査を受審しています。ＩＳＯ１４００１の
要求事項と環境改善に関する取り組み状況の監査を受けるとともに、相
互のレベルアップのために情報交換を行なえるメリットがあります。

・２００６年度は、本来業務における環境活動状況を重点に実施され、当
社の環境マネジメントシステムが有効に機能していることが確認され、
更なるレベルアップのための指摘事項６件に対応しました。



環境管理・安全衛生レベルの向上のために関連会社や取引
先と定期的に情報交換しています。

・関連会社等と環境安全に係わる連絡協議会及び現地情報交
換会などを定期的に開催し、相互の環境・安全レベル向上
に努力しています。

・2006年度は、構内関連会社等の８社と環境安全連絡協議
会（2007年2月）を実施しました。また、個別に安全衛
生・建屋の防火管理などの防災活動に焦点を絞った意見交
換会も実施しました。（2007年2月）

関連会社等環境安全連絡協議会

関連会社等の方々に当社の環境管理・
安全衛生に係わる活動内容を展開した
り、各社との情報を交換する機会とし
て環境安全協議会を開催しました。

（2006年11月17日）

■関連会社等への支援活動

１８

■供給者・委託先との友好関係

当社の環境方針、環境管理活動の取り組みやＩＳＯ１４０
０１の要求事項を理解していただくために、供給先や委託
先と定期的に情報交換しています。

2006年度も、環境方針、環境管理活動の取り組みを周知
およびご協力をお願いするとともに、実務面から「安全輸
送に関して、特に配慮していること」、「運送中にひやり
としたこと、気がかりなこと」などについて意見交換をし
ました。



・環境に係わるインプット及びアウトプットデータを確実に

管理し、環境負荷低減のために活用しています。

・自然界の環境負荷が増加しないように継続的改善を進めて

います。

１9

廃棄物はセメント原料・補助燃料等に利用

大気系への放出

ＣＯ2：116,000ｔ/年

NOX：29ｔ/年 SOX： 5ｔ/年

廃棄物発生量
（100％再資源化）

一般廃棄物 ： 116t/年
産業廃棄物 ： 5,590ｔ/年
特管産廃 ： 2,750ｔ/年

水系への放出

総排水量：1, 510km3/年
ＢＯＤ：2．2ｔ/年

（公共水域系）

原材料
化学物質：10,300ｔ/年
紙：18ｔ/年

製 品

ｴﾈﾙｷﾞｰ
電気：261,900MWH/年
重油：3,380KL/年
都市ガス：4,412km3/年
水 ：1, 640km３ /年

環境負荷のあらまし環境負荷のあらまし

INPUT OUTPUT



２０

・２００１年４月に化学物質の排出・移動量を把握するための 法律であ
るＰＲＴＲ法が施行され、6年が経過しました。

・当社では、化学物質導入段階から有害性等を２段階で厳重に審議し、有
害な物質を使用しないように努めています。

・PRTR法に該当する化学物質は、使用管理、保管管理、廃棄管理を徹底
し、削減・代替化及びリサイクルを進めています。

・2006年度は、２段階で行う審議では薬品はもとよりRoHS指令にも対
応できるように生産部材も審議の対象として確認するようにしました。

化学物質導入検討

ＭＳＤＳ入手

審査会

（第二段審議）

合格

全物質の排出、移動量把握

ＭＳＤＳの社内（現場）使用

不採用決定

一般へ情報開示
（環境ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄ）

行政への報告

排出、移動量等算出

社内システム活用
合格

ＮＧ

ＮＧ

－ＭＳＤＳ－
Material Safety Datａ Sheet

（化学物質安全データシート）

・使用量、排出量の削減

・代替化、リサイクル化 促進

ＰＲＴＲ物質

取り扱い

■化学物質導入フロー

部門内審査

（第一段審議）

化学物質管理（ＰＲＴＲ法対応）化学物質管理（ＰＲＴＲ法対応）



２００６年度２００６年度ＰＲＴＲ対象物質ＰＲＴＲ対象物質のの排出量排出量実績実績

２１

化学物質管理（ＰＲＴＲ法対応）化学物質管理（ＰＲＴＲ法対応）

ＰＲＴＲ対象物質は資材の購入から製品として出荷したり、排水処理、排ガス

廃棄物処理などを含め、全てのＩＮ－ＯＵＴの収支管理を行っております。

2006年度についてもPRTR対象物質のIN-OUT収支管理の結果から問題な
いことを確認しました。

大気汚染防止法によるＶＯＣ（揮発性有機化合物）の排出量削減に

NECエレクトロニクスグループでは、自主的に取り組んでおります。

2006年度からVOCの排出量調査及び削減対策を実施しており、

2006年度には2005年から約4％削減（2ｔ/年）の自主目標を達成

しています。

施策：使用量削減、有機排ガス処理装置の活性炭の適正交換

（単位：ｔ）

24.1

0

0

0

0

24.1

除去処理量

64.60.1064.7ﾌｪﾉｰﾙ

141.21.20142.4ｵﾙﾄｼﾞｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

26.70026.7ｷｼﾚﾝ

135.22.60161.9ﾌｯ化水素及び

その水溶性塩

387.23.90.9416.1合計

19.500.920.4その他

移動量

（リサイクル）

排出量消費量使用量項目

物質名

排出・除去量：大気・琵琶湖への排出量 ， 移動量：社外（処理業者）での再資源化量

Ｉ Ｎ Ｏ Ｕ Ｔ



環境経営を進めるうえで、環境会計は重要であり、ここでは、
設備投資額と経費、実質的な経済効果を掲げています。
設備投資（全体；約７３百万円）は、地球温暖化防止対策（省
エネ）とリスク対応、費用（全体；約１１６７百万円）の約２
０％は廃棄物の再資源化・発生抑制対策等の費用です。
全体としての経済効果は、＋５５百万円です。

（単位：百万円）

２２

環境会計集計結果環境会計集計結果

環境会計環境会計((20020066年度実績）年度実績）

経済効果 環境負荷低減

地球温暖化防止１．地球温暖化防止対策 7.97 0 0 1220.31
資源有効活用 ２．化学物質・資材・水等の使用量低減対策 0 0 27.84 0.24
資源循環活動 ３．廃棄物の再資源化、発生抑制対策等 0 248.94 27.24 485.42

リスク対応
４．公害防止対策、遵法対応、
　　化学物質・廃棄物管理 64.69 33.36 0

上・下流 製品環境配慮 ５．製品・製法アセスメント等 0 0
管理活動 環境活動 ６．人件費、人材育成費 0 884.03

７．環境負荷低減技術開発 0 0 0
８．社会貢献・情報公開・緑化 0 0.31

９．汚染負荷量賦課金 0 0.46

72.66 1,167.10 55.08 1,705.97

分類 項目 内容 設備投資

合　　　　　　　　計

事業エリア内

費用
効果

0研　究　開　発

社　会　活　動
環境損傷（その他）

このように当社では支出９項目、収益５項目を経理的に効果を把握しています。



①安全衛生に係わる主な取組み内容
◆安全活動活性化の取組み

・危険つみとり活動，ﾋﾔﾘﾊｯﾄ気がかり活動，ＫＹ活動
◆安全パトロールの実施

・幹部：１回／年，衛生管理者・産業医：１回／月
◆安全衛生総合監査の実施 ：1回/年
◆安全教育の実施

・全体教育:1回/年，安全指導員教育：1回/月
②防災に係わる主な取組み内容

◆防火自主点検実施： 1回/月
◆防火管理者ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施，危険物管理状況チェック：２回/年
◆建屋に対する計画的な耐震対策の実施
◆地震模擬体験と地震発生時の初期行動ﾋﾞﾃﾞｵ教育・訓練実施
◆近隣企業及び消防署による情報交換会 ：３回/年
◆避難訓練・初期消火： ２回/年，消防隊放水訓練：36回/年

■安全衛生・防災活動

２３

◆労働災害・火災発生件数：０件
◆建屋に対する耐震対策を計画通り完了

2003年度から建屋への耐震対策を進め本社・大津工場において
耐震対策が必要であった１４建屋に対する耐震補強及びｽｸﾗｯﾌﾟ
を計画通り完了しました。

◆地震模擬体験と地震発生を想定した危険回避訓練の開始

ＣＳＲ（企業の社会的責任）ＣＳＲ（企業の社会的責任）

当社では、ＣＳＲ活動の一環として安全衛生・防災活動を積極
的に推進しており、継続的に以下の取り組みを進めています。

■２００６年度の活動

建屋に対する耐震補強状況 地震（震度6）模擬体験状況



２４

災害につよいまちづくりをテーマに、炊き出し体験と試食に参加したり、
防災・減災活動について情報交換を行いました。 （2006年12月3日）

市民、ボランティ団体、ＮＰＯの学びと体験の場として、日頃の活動を
紹介ながら地域との友好を図りました。（2006年10月28～29日）

■おうみ市民活動屋台村

社会貢献１社会貢献１

■きづき・きっかけ・きずなボランティア

社会貢献、環境対策など社会的側面にもバランスよく取り組む
ことにより、持続可能な社会への貢献を目指しています。

２００６年度は、地域との連帯や社会貢献として下記のような
活動に参加しました。



毎週水曜日には自主的に有志が集まって湖岸道路、ＪＲ石山駅周辺、当社の
工場外周のごみ拾いを実施しています。
時々、参加者を募集して、粟津晴嵐の松並木での落葉回収や盛越川の草刈り、
清掃も行っています。
２００６年度は、延べ８２１名が定期清掃に参加しました。

ＮＥＣ関西有志・晴嵐一丁目自治会は、公共場所を責任もっ
て定期清掃する淡海エコフォスターの合意書に滋賀県知事と
締結し、毎週水曜日に清掃活動を実施しています。
淡海エコフォスター制度に登録し、湖岸の県道に看板を掲示
しています。

・毎週水曜日に清掃活動実施

・湖岸道路、ＪＲ石山駅周辺、
盛越川等の美化

・誰でも、いつでも自由参加

注）淡海ｴｺﾌｫｽﾀｰ制度：エコ（環境）
とﾌｫｽﾀｰ（育成する）を結び付け、
環境こだわり県滋賀での公共の
場所の美化を推進する制度

■淡海エコフォスター制度に登録

２５

社会貢献２社会貢献２

これが看板です。



琵琶湖を美しくする運動
滋賀県民が大切にしている琵琶湖周辺や
地域を清掃する活動に、毎年参加してい
ます。
地域の方たちと一緒に２３名が湖岸道路、
河川清掃、工場周辺のゴミ拾いを行いま
した。（２００６年７月９日）

良き企業市民の仲間入りをすべく地域に密着した活動を展開し
ています。
・地域と一体になった環境ボランティア活動をめざして、積極

的に活動しています。
・行政、市民、当社従業員が連携して特徴的な活動を展開する

ように努力しています。

２６

ヨシ刈り
水質浄化や生物を豊かに育むなど様々な機
能をもつヨシ帯を保全する活動が市民、事
業者、行政が一体となって行われています。
毎年、大津市主催でこのヨシ刈りが実施さ
れており、当社からも４２名が参加し、良
き企業市民としてさわやかな汗を流しまし
た。 （２００７年１月２８日）

Make a difference day
ＮＥＣグループでは社会貢献活動の一環とし
て「Make a difference day」を設定しており、
当社では、琵琶湖博物館のある烏丸半島周辺
を従業員及びその家族で清掃しています。
２００６年度は曇天の中約３００名で実施し、
２トントラック一台分のゴミを回収しました。
（２００６年１１月２６日）

■環境ボランティア活動

社会貢献３社会貢献３



２７

当社は、ステークホルダーをはじめとした関係の皆様との、
環境に係わるコミュニケーションを非常に大切にしています。
行政との情報交換として、大津市との環境保全協定による
定期報告を行い、その報告内容を、大津市のホームページに
掲載していただくことで、皆様にもご覧いただけるようにし
ております。
顧客との情報交換では、お客様からの環境調査などにタイム
リーに対応しています。地域の皆様とは、環境の説明会など
イベントや環境ボランティア等を通じて意思疎通を図るよう
に努めています。

■環境コミュニケーション

環境情報開示、コミュニケーション環境情報開示、コミュニケーション

環境コミュニケーションの確実な実施

ＮＥＣ関西

行政（県、市）
・大津環境フォーラム

・市環境保全課と連携
（ヨシ刈り等）

・滋賀グリーン購入
ネットワーク

・地域結集型共同事業
（環境調和型システム構築）

・環境保全協定締結

地域・自治会・顧客
・住民との懇談会
・ふるさと盛越川を

愛する会活動
花プランター
盛越川一斉清掃

・八社会（地元会社）
・顧客からの要求対応

社会との連携
・淡海エコフォスター（毎週清掃）

・Ｍａｋｅ ａ ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅ ｄａｙ
・県勤労者山岳連盟の 清掃登山
・びわ湖一斉清掃

・環境報告書



■水質測定結果

単位はＰＨを除き mｇ／l   、大腸菌群数：個／cm3

注：○印は測定結果が自主基準値内であることを示す
ｐＨ：水素イオン濃度 ＳＳ：水中の汚濁物質濃度 ＢＯＤ：生物化学的酸素要求量 ＣＯＤ：化学的酸素要求量

※：亜鉛の国基準値は、法改正により2006年12月11日から5mg/l→2mg/lに変更されましたが、既存の特定工場では
6ヵ月間の猶予期間があるため5mg/ｌで記載しています。

２００６年度測定結果の平均値

国や地方自治体の定める規制値より、更に厳しい自主管理基準
値を設定し、管理しています。その管理状況を定期的に監視す
るために環境測定を実施しており、2006年度も自主管理項目
を全て遵守しております。

２8

■測定結果

環境測定結果環境測定結果

測定項目 国基準値 大津市基準値 自主基準値 平均測定値 測定結果 ＭＡＸ

カドミウム 0.1 0.01 ND ND 〇 ND

シアン 1 0.1 ND ND 〇 ND

鉛 0.1 0.1 ND ND 〇 ND

六価クロム 0.5 0.05 0.02 ND 〇 ND

砒素 0.1 0.05 0.01 ND 〇 ND

水銀 0.005 0.005 0.001 ND 〇 ND

ＰＨ 5.8-8.6 6.0-8.5 6.5-8.0 7.5 〇 7.1-7.6

ＢＯＤ 160 20 4.7 1.5 〇 3.8

ＣＯＤ 160 20 5.9 4.1 〇 4.9

ＳＳ 200 70 4.1 1.3 〇 2.3

ｎ－ｈｅｘ 5 5 1 ND 〇 ND

フッ素 8 8 2.2 1.8 〇 2.2

総窒素 120 8 5 1.2 〇 1.9

総リン 16 0.8 0.2 0.08 〇 0.1

大腸菌群数 3000 3000 37 0 〇 0

銅 3 1 0.1 ND 〇 ND

亜鉛※ 5 1 0.5 0.08 〇 0.18



■大気測定結果

■ 騒音・振動測定結果

注：○印は測定結果が自主基準値内であることを示す

注：○印は測定結果が自主基準値内であることを示す

２９

分析測定：株式会社近畿分析センター

URL http://www.kbc-em.co.jp

２００６年度測定結果の平均値

２００６年度測定結果の平均値

大津工場測定施設 測定項目 単位 国の基準値 自主基準値 平均測定値 測定結果 ＭＡＸ

ばいじん ｇ/ｍ３Ｎ 0.3 0.09 0.01 〇 0.01

窒素酸化物 ｐｐｍ 180 130 98 〇 120

硫黄酸化物（K値） － 8.76 1 0.15 〇 0.15

ばいじん ｇ/ｍ３Ｎ 0.3 0.09 0.03 〇 0.03

窒素酸化物 ｐｐｍ 180 130 67 〇 71

硫黄酸化物（K値） － 8.76 1 0.16 〇 0.17

ばいじん ｇ/ｍ３Ｎ 0.3 0.09 0.02 〇 0.03

窒素酸化物 ｐｐｍ 180 130 72 〇 84

硫黄酸化物（K値） － 8.76 1 0.10 〇 0.11

ばいじん ｇ/ｍ３Ｎ 0.3 0.09 0.03 〇 0.03

窒素酸化物 ｐｐｍ 180 130 104 〇 110

硫黄酸化物（K値） － 8.76 1 0.07 〇 0.15

ばいじん ｇ/ｍ３Ｎ 0.3 0.09 0.04 〇 0.05

窒素酸化物 ｐｐｍ 180 130 83 〇 84

硫黄酸化物（K値） － 8.76 1 0.11 〇 0.17

ボイラー⑤

ボイラー①

ボイラー②

ボイラー③

ボイラー④

測定 測定時刻 単位 国の基準値 自主基準値 平均測定値 測定結果 ＭＡＸ

6：00～8：00 ｄＢ 65 60 53 〇 54

8：00～18：00 ｄＢ 70 65 53 〇 55

18：00～22：00 ｄＢ 70 65 53 〇 54

22：00～翌6：00 ｄＢ 60 55 52 〇 54

8：00～19：00 ｄＢ 65 60 30 〇 30

19：00～翌8：00 ｄＢ 60 55 30 〇 30
振動

騒音



・地域の皆様との定期的な情報交換の機会として、近隣自治会
との懇談会を年１回実施しています。

・地域の方との共同作業として、盛越川沿いや松並木の環境整
備を行っています。

・2006年度は、建物の地震対策の一環として建物を解体する
際にも、近隣自治会の役員の方々に事前説明を行うとともに、
防音、防塵対策に努めました。

３０

自治会との懇談会
地域の方との環境コミュニケーションの一
環として、地元の自治会役員の皆様と情報
交換を行いました。
当社全般に係わる内容及び環境管理活動を
説明すると共にＰＲＴＲ法への対応状況に
いても報告しました。

（2006年5月19日）

県民ごみゼロ大作戦
「ふるさとの盛越川を愛する会」のメン
バーの方たちと盛越川の清掃活動を行っ
ています。ゴミゼロ大作戦の日には、川
の中の草刈りも行いました。

（2006年5月28日）

■地域との環境コミュニケーション実施状況

地域社会とのかかわり地域社会とのかかわり
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３１

ｏ当社全工場でﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ・ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ・1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝの使用
は、１９９１年１２月に全廃しています。

ｏ１９９８年１０月に当社の敷地内における塩素系有機溶剤に
よる汚染状況を確認後１９９９年６月より本格的に浄化対策
を進めています。

ｏ当社の敷地境界線を越えて、塩素系有機溶剤による汚染が全
くないことを確認しています。

土壌汚染に対する滋賀県の動向と当社の対応土壌汚染に対する滋賀県の動向と当社の対応

年代

項目

滋賀県
の動向

当社の
対応

以前～

１９９７年

１９９８年 １９９９年 ２０００年

～現在

県内の土壌
汚染に係わる
状況のヒアリ
ング調査

実態調査結
果に基づき各
企業へ改善
を指導

定期的な（１
回／年）ヒア
リング調査の
継続

ＮＥＣグループ
の対応に同調

・使用実態調査

・分析測定調査

実態調査への
対応と自主調査
の計画・実施

一部土壌の入
替えと浄化装
置の設置対応

改善状況の定
期的な行政へ
の報告

県内の土壌
汚染に係わる
状況の実態
調査

塩素系有機溶剤⇒ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ，ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ， 1，1，1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ， ｼｽ1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

塩素系有機溶剤による土壌・地下水汚染への対応状況塩素系有機溶剤による土壌・地下水汚染への対応状況

・建物のない場所は、土壌入替え実施

・工場敷地内の８ヶ所に揚水井戸を設置し

地下水浄化装置３台にて浄化継続中

・新技術による浄化検討開始

・バイオ法による浄化実証試験開始

・バイオ法による浄化の有効性を確認

・浄化ﾌﾟﾗﾝﾄの基本設計開始

1998年8月

1999年10月～現在

2006年4月～8月

2006年10月～3月

2007年5月

2007年7月～

実 施 状 況年 月

・建物のない場所は、土壌入替え実施

・工場敷地内の８ヶ所に揚水井戸を設置し

地下水浄化装置３台にて浄化継続中

・新技術による浄化検討開始

・バイオ法による浄化実証試験開始

・バイオ法による浄化の有効性を確認

・浄化ﾌﾟﾗﾝﾄの基本設計開始

1998年8月

1999年10月～現在

2006年4月～8月

2006年10月～3月

2007年5月

2007年7月～

実 施 状 況年 月



土壌・地下水問題への対応状況土壌・地下水問題への対応状況 22

３２

微生物による分解・浄化を確認 ⇒
浄化ﾌﾟﾗﾝﾄ構築予定（07年度以降）
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ＶＣ

1.1.DCE

cis-DCE

 PCE

 TCE

微生物を利用した塩素系有機溶剤の分解原理

微生物分解から放出される
水素と塩素が入れ替わり
無害化物質へと分解される。

実証試験結果

現地にて約５ヶ月の試験より微生物による
TCE⇒cis-DCE⇒VCへの分解が確認できました。

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝの減少
ｼｽ-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝの増加

（ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝが分解）
ﾋﾞﾆﾙｸﾛﾗｲﾄﾞの増加

（ｼｽ‐ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝが分解）

日数



３３

報告対象期間：2006年4月～2007年3月

発行：2007年7月（次号発行予定2008年6月）

URL http://www.kansai.necel.com/eco/

本報告書に関するお問い合わせ先

関西日本電気株式会社
〒 520-8555
滋賀県大津市晴嵐ニ丁目９番１号
環境工務部（環境管理）

TEL 077-537-7528
FAX 077-537-8198

守山の菜の花畑、後方には比叡山・比良山系


